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(2) Ｘ－１１とＸ－１２－ＡＲＩＭＡの季節調整済指数の比較

①　概要

鉱工業指数における、季節調整法は米国センサス局が開発したＸ－１２－ＡＲＩＭ

Ａの中のＸ－１１デフォルト（以下、単に「Ｘ－１１」という）を使用していたが、１２年３月

分確報からＸ－１２－ＡＲＩＭＡ注）に切り替えた。

季節調整法とは、季節（四季）からなる自然要因、社会的習慣や社会的制度からな

る社会的要因など１年の周期性を持つ規則的な変動を除去する方法である。

また、鉱工業指数で３月分確報から用いるＸ－１２－ＡＲＩＭＡについては、米国セ

ンサス局が開発したものであり、Ｘ－１１による季節調整を行う前に事前調整により曜

日・祝祭日及び閏年変動を推計し、これらを原系列からあらかじめ除去したうえで、季

節調整を行うことが出来る。この利点としては、事前に曜日・祝祭日及び閏年変動を

推計し取り除くことで季節調整値に安定性が得られることである。ちなみに、通商産業

省が公表している商業販売額指数は１１年１月分、第３次産業活動指数は１１年３月

分から季節調整法をＸ－１２－ＡＲＩＭＡに切り替えており、鉱工業指数についても１１

年３月分速報から鉱工業生産・出荷指数の総合について参考系列として公表してい

る。

なお、在庫及び在庫率指数については、ストック系列の指数であることから、これら

の系列では曜日調整を行わずＸ－１１を引き続き用いることとした。

②　Ｘ－１１とＸ－１２－ＡＲＩＭＡの季節調整済指数の比較

Ｘ－１１とＸ－１２－ＡＲＩＭＡの季節調整済鉱工業生産指数（総合）の推移をみると、

Ｘ－１１に比べ、Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡは比較的滑らかな動きをみせている（第４－１－２

図）。季節調整済指数値のポイント差（「Ｘ－１１」－「Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡ」）をみると、８

年２月に 3.3 ポイント、１２年２月に 3.4 ポイントと大きな差がみられる。この点に関して

は、次のように説明できる。従来のＸ－１１による季節調整は、年間の季節的要因に基

づく変動を除くものであるが、Ｘ－１１では閏年により平年より稼働日が一日増えた場

合の生産の増加要因は調整されない。このため、２月に増加、３月にはその反動減と

いう動きが出る。これに対し、Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡでは、閏年における稼働日増による

注）８年６月当時のＸ－１２－ＡＲＩＭＡのプログラムは評価目的用βバージョンであった。その後、１０年

１０月にファイナルバージョン０．２．１に改良され基本的な季節調整部分での変更はほぼ終了した

ことから運用を開始することとなった。鉱工業指数で運用されるＸ－１２－ＡＲＩＭＡのバージョンは

ファイナルバージョン０．２．６である。なお、１２年５月１９日付けでＸ－１２－ＡＲＩＭＡのバージョンは

ファイナルバージョン０．２．７に更新されているが、これにより季節調整済指数の値には影響しない。
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生産増加分を調整する事前調整を行っているため、Ｘ－１１とＸ－１２－ＡＲＩＭＡによ

る両者の季節調整済指数にポイント差が生じたものといえる。

閏年の２月以外でポイント差の大きい月をみると、１１年１０月に▲2.5 ポイント、５年

３月に 1.6 ポイントの差が生じている。１１年１０月は、平日数が例年に比べて少ないこ

とに加え、祝祭日と平日が重なっていることが、Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡによる季節調整を

行う場合は、曜日、祝祭日要素が季節調整済指数の水準を押し上げる要因として働

いている。また、５年３月は、平日数が例年に比べ多いことに加え、祝祭日が平日と重

ならなかったことから、曜日要素、祝祭日要素がともに季節調整済指数の水準を押し

上げる要因として働いている（第Ⅰ－４－１表、第Ⅰ－４－２図）。

第Ⅰ－４－１表　鉱工業指数総合の曜日要素の指数値

２月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３月

１０月

（注）１．祝祭日は、平日が祝祭日となっている日数。なお、平日日数は祝祭日を含む。

　２．曜日・祝祭日・閏年変動要素の求め方は以下のとおり。

曜日、閏年要素＝［β１×｛平日日数－５／２×（土・日曜日日数）｝×α＋１．０］×１００

祝祭日要素＝［β２×祝祭日変数＋１．０］×１００
　　β１・２　　：Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡの事前調整によって算出された回帰係数。

祝祭日変数：「計算期間における各月の平日における祝祭日日数」－「計算期間における各月

の平日における祝祭日日数の平均」

　　　α　　　：２月についてのみ必要な閏年調整係数。

閏年の時はα＝29/28.25、閏年以外の時はα＝28/28.25

平日日数 祝祭日 曜日要素 祝祭日要素
平成５年 21 1 98.60 99.61

６年 21 1 98.60 99.61
７年 22 1 99.82 99.61
８年 23 1 101.05 99.61
９年 23 1 101.05 99.61

１０年 22 0 99.82 100.97
１１年 21 1 98.65 99.83
１２年 22 1 99.83 99.83

平日日数 祝祭日 曜日要素 祝祭日要素 平日日数 祝祭日 曜日要素 祝祭日要素
平成５年 20 1 99.12 99.81 平成５年 23 0 101.05 100.97

６年 20 1 99.12 99.81 ６年 23 1 101.05 99.61
７年 20 0 99.12 101.16 ７年 23 1 101.05 99.61
８年 21 1 103.01 99.81 ８年 21 1 98.60 99.61
９年 20 1 99.12 99.81 ９年 21 1 98.60 99.61

１０年 20 1 99.12 99.81 １０年 22 0 99.82 100.97
１１年 20 1 99.12 99.83 １１年 23 1 101.01 99.66
１２年 21 1 103.00 99.83 １２年 23 1 101.01 99.66
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第Ⅰ－４－２図　Ｘ－１１デフォルトとＸ－１２ＡＲＩＭＡによる季節調整結果の比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉱工業生産総合、平成７年＝１００

③　閏年の２月の生産指数における閏日要因のインパクト

４年に一度の閏年は２月の日数に影響を与えることから、時系列データを攪乱する

要因となっている。鉱工業指数についてもこの例外ではなく、閏年の２月については

原指数値が高くなってしまう。

ここでは、Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡを用いて閏年調整を行った系列と行わない系列を比

較することにより、閏年による影響をみてみよう。鉱工業生産指数総合の閏年調整有・

無の季節調整済指数をそれぞれプロットしてみると、閏年調整を行わない場合、１２

年２月、８年２月の時点が特異値となっている。

第Ⅰ－４－３図　鉱工業生産指数総合の閏年調整有無による季節調整済指数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉱工業生産総合、平成７年＝１００

閏年調整有無の季節調整済指数のポイント差（有－無）をみると、１２年２月は▲

3.4 ポイント、８年２月は▲3.0 ポイントといずれも大きな差が生じている。前月比でみ
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ても、１２年２月は、閏年調整を行わない場合、前月比 2.7％の上昇となったが、閏年

調整を行った結果、同▲0.5％と低下に転じた。また、８年２月をみても、閏年調整を

行わない場合同 2.5％の上昇となっているが、閏年調整を行った結果、同 0.1％の上

昇にとどまった（第Ⅰ－４－３図）。

このように、当年の閏日が鉱工業生産に与える影響は、１２年２月の前月比を

3.2％程度の押し上げ要因となっていたと考えられる。

以上のように、Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡにより曜日、祝祭日、閏年調整を行うことによって、

Ｘ－１１に比べて季節調整済系列の安定性が向上している。

＜参考＞　スペックファイル及び運用

１)スペックファイル

Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡを実行するにあたっては、「スペックファイル」とよばれるイン

プット・ファイルが必要である。このファイルには、データ、必要な季節調整のオプ

ションやアウトプットに関する様々な情報、使用する時系列モデルなどをＸ－１２－

ＡＲＩＭＡに伝えるための一連の仕様が含まれている。鉱工業指数で使用するス

ペックファイルは以下のとおり。

series { start=1993.jan ・・・・・データ開始時期

span=(1993.1,1999.12) ・・・・・分析期間

decimals=1　　}

arima { model=(0 1 1)(0 1 1)} ・・・・・ＡＲＩＭＡモデルの型

transform { function = log } ・・・・・事前に対数変換を行う

regression { variables=td1coef ・・・・・閏年効果を処理して、２曜

日調整を行う

save=(td hol)

user = (jap-hol)

usertype=holiday ・・・・・ユーザー変数のタイプ指

定（この場合、祝祭日変

数）

start=1993.1

file="xxxxxxxxxxxxxx"}

forecast { maxlead=0} ・・・・・ＡＲＩＭＡモデルによる予

測系列を採用しない

estimate { save = ( mdl )  maxiter=500 } ・・・・・ＡＲＭＡ反復計算を最大

５００回とする

x11 { save = (d10 d11 d16)

seasonalma=x11default } ・・・・・各反復の初期季節因数を

計算する場合は３×３移動

平均、最終季節因数を計

算する場合は３×５移動平

均を使用する
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２)データの計算期間

季節調整値が実用に耐えうるデータの時点数は、最低７～８年間が必要であると

いわれている。鉱工業指数の場合は、５年に１回の基準改定を行っているが、新製

品等については過去に遡ってデータ推計できるのは５～６年が限度となる。そこで、

平成７年基準の鉱工業指数は、基準改定時（１０年３月分確報公表時）は６年間、

その後の年間補正では直近までの７年間のデータで季節調整を行うこととしている。

３)季節指数について

最新月までの時系列で季節指数の計算を行うと、特に直近１～２年の季節指数

が変化する可能性が高く、そのたびに公表済の季節指数及び季節調整済指数を

訂正することはユーザーの混乱を招くなどの問題が生じる。このため、そのたびに

公表済の季節指数及び季節調整済指数の訂正は行わず、年１回の指数の年間補

正時に季節指数の見直しを行うこととしている。例えば、１１年の季節指数は、１１年

分指数の年間補正までは暫定的に１０年の季節指数を用いて、１１年年間補正時

（平成１２年３月分確報公表時）に季節指数の見直しを行った。


